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京大東アジアセンターニュースレター   第 450号   





○ カンボジア短信 ： ２０１２年 １０月下旬  
○ カンボジア短信 ： ２０１２年 １１月上旬・下旬   
○ バングラデシュ短信 ： ２０１２年 １１月上旬  









時  間： 2013年1月15日(火) 16：30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経東館地下一階みずほホール  



















ている。スウェーデンの TV局は、最低賃金(ボーナス除く)が 61 ドルであ
ることに脚光をあてていたようだ。そして、これらの放送の余波は、カンボ
ジアに対する疑問と言うよりは H&Mに対する疑問となっている。 
そこで、記者会見で H&Mの CEOである Karl‒Johan Persson 氏は、「失













２．Tae Young社 続報＜１０／３１、ストライキ終焉＞ 
１０／３１、Tae Young社で解雇された 16人の再雇用を求め、約 600人の抗議者と共に始まったストライキが終わっ
た。ただし労働者たちの復職が勝ち取られたわけではない。会社側が 16人中 8人に対して法的補償(6,000ドル/人)
を求め、提訴していたところ、その 16人が辞職する意志を明らかにしたので、会社側は 8人に対する訴えを取り消す
事に同意。それを受けて労働者側がストライキをやめたのである。4人の元労働者は、既に Free Trade Unionにての
雇用が決まり、11人は他の工場で働く事が決まったようだ。 
 
３．10/23、玩具工場(First & Main社)続報 
倒産したアメリカ保有のテディベア工場：First & Main社にあった 20万ドル相当の工場の設備を、社会問題相がオ
ークションに出したものの、たった 2 万 1 千ドル程度にしかならず、働いていた 350 人以上の労働者たちはいまだに
全ての賃金をもらうことができていない。「社会問題相の委員会がこの任務を託されていたものの、労働者に然るべき
利益をもたらすにはあまり有効な解決策とはならなかった」、と国際労働連帯アメリカセンターの地域部長である Dave 
Welsh氏は話す。社会問題相のKe Sok Sidney氏は、2万 1千ドルが労働者の 8月分の給料に充てられたが、これは
支払うべきすべての退職金のたった 5％ほどであることを認めた。また、労働者が母印を押すことを迫られたという退
職届はいったい誰が書いたのかという点は特に重要でないものと、Sok Sidney 氏は問題にしてこなかった。母印を押






述べた。またAnoop Singh氏（アジア太平洋担当）は、「2012年の経済成長率は 6%から 6.5%近くを予測しており、主要
産業の輸出、そして観光業は衰えていない」、とも述べている。そして Singh 氏は、「現在のところカンボジアは欧州危







RMAグループの Rami Sharaf CEOは、「カンボジアの中流層の増加、ライフスタイルの向上、そして品質へのこだわり
が生まれた。加えて、カンボジアは今フランチャイズ・ビジネスの好機であり、乾いたスポンジと同じ状況である」と語っ
た。カフェチェーン Secret Recipeの Steven Sim  CEOは、シンガポール、マレーシアでの経験を踏まえ、「カンボジア
は新しいブランド物を切望している。特に若者は、新しさと流行をライフスタイルに取り入れようとしている」、と述べた。












の Jean‒Luc Perron代表は話し、「ソーシャル・ビジネスをスタートさせ、拡大する可能性がある」と述べた。 






























































                                                                以上 
 
************************************************************************************************ 











































ドルアップを含んだ１２の要求項目はいまだ達成される見込みはない。Ang Snuol 地区 Poeuk にある Global 











カンボジア商工会議所の役員が所有している First Bio‒Tech Agricultural (Cambodia) Co, Ltd は、Kampot 州
Chhouk区 Chi Bak村の８０棟を不法に破壊したとして、訴えを起こされた。 
Chi Bak村出身の Chan Pheng さんは、「私の家と農作物は焼き尽くされてしまいました。それに対して、何の償いも
ありません。一体、私たちはどこに住めばよいのでしょう。我々を助けて下さい」とプノンペン・ポスト紙の取材に答え
た。 
しかし Kampot州 Heng Vantha副知事は、「Chi Bak村に住む７０％の人は、最近住み始めたのであり、彼らの家は
不法に建てられたものである。よって彼らの家だけが破壊されたのである。彼らが望めば法に従った形で土地の準備
をすることも考える」と話している。 
First Bio‒Tech Agricultural (Cambodia) 社は、２００５年に 1万ヘクタールのランド コンセッションを取得し、該当地
区でコーンの大規模プランテーションの準備を行っていた。プノンペン・ポスト紙が入手した資料によると、ランド コン





























































は重度の健康的問題ではないと考えられます」と話した。また GMACの Ken Loo氏は、「本件に関して詳細は分から
ない」と述べている。 
Dangkor地区 Krang Pongroの警察署長である Ouk Ly氏は、「１１／１５に数百人の失神者を出した 5つの工場の
うち 4つでは、１１／１６の朝７時に、再度失神者が出ました」と話す。また「これらの失神者の健康状態はそこまで深刻
ではなく、人が倒れたり、嘔吐するのを見て、連鎖的に起こった意味合いも強い」と匿名の関係者は話した。自由貿易
組合職員の Oum Lina さんは、「この２日間で出た失神者の数は推定６００人ほどだ」と述べている。この問題になって


















































































いる。観光省の Kong Sophearak氏は「我々は似た文化を持っており、似た人種である。この直行便が ASEANのメン
バーとしても観光、経済ともに切磋琢磨し、発展に繋がると考えている」と述べている。 
                                                                  以上 
************************************************************************************************ 



















































































































































































                                             以上 
************************************************************************************************ 




                                                             小島正憲 
 



































   




























































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 





9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 
10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8 月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9 月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10 月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
